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　最大クラスの南海トラフ地震が発生した場合の経済被害
は、ストック被害である直接被害が169兆5,000億円、1年
当たりのフロー被害としては生産・サービス低下による被
害が44.7兆円、交通寸断の影響が6.1兆円と試算されてい
る。フロー被害は、回復が長期化し複数年にわたればその分
拡大する。
　日本の固定資産は約1,700兆円、フロー資産（国内総生産
GDP）は約500兆円なので、ストック被害とフロー被害は、
それぞれの1割に当たる。予想被災地の製造品出荷額は180
兆円弱であり、日本の6割を占める。フロー被害のうち、製
造業被害は17兆円に及び、製造業のGDP約100兆円の17％
に相当する。
　本年6月に土木学会が発表した南海トラフ地震による予
想経済損失額は、20年間で1,410兆円にも及ぶとされる。こ
のような事態となれば、産業立国・日本は国際競争力を失
い、衰退へと向かってしまう。
　社会の持続には、人命に加え、生業の維持が必要である。
筆者が活動する東海地域は、わが国随一の産業拠点である。
平成29年工業統計速報によれば、日本の工業出荷額は300
兆円で、愛知県の出荷額44.6兆円は、2位・神奈川県16.2兆
円の2.8倍に上る。3位・静岡県16兆円、9位・三重県9.9兆円、
岐阜県5.3兆円を加えると東海4県で75.8兆円と、日本の4
分の1を占める。愛知県の平成29年工業統計調査結果によ
ると、自動車産業が集積する西三河地域（10市町、人口161
万人）の出荷額は25.1兆円に上る。豊田市は14.2兆円であ
り、埼玉県や千葉県をも上回る。西三河の産業がダメージを
受ければ日本の存立にも関わる。逆に言えば、西三河の製造
業が防災対策を推進すれば、サプライチェーン（SC）を介し
て他地域にも波及すると言える。
　3万点もの部品を組み立てる自動車産業の事業継続に
は、インフラ・ライフライン確保に加え、SC全体の対策が必
要であり、市町村を超えた広域連携が鍵を握る。そこで、西
三河の10市町と産業界・大学が連携した西三河防災減災連
携研究会を2013年に発足した。研究会には、電力、ガス、自
動車産業に加え、国の地方出先機関や県、高速道路会社など
も参加している。毎年、巨大地図とプロジェクションマッピ
ングを組み合わせたワークショップを実施して、連携して
解決すべき課題を探し、災害情報共有、避難所の相互利用、
緊急輸送道路、上下水道などについて、議論を深めてきた。
　自動車産業は、数万社の協力会社から成る巨大なSCを構
成しており、ボトルネックが不明確だった。そこで、2014年
に有志が集い、各社の弱点を本音で語るホンネの会を発足
した。当初は、信頼関係を築いていた電力、ガス、自動車の3

社と始めたが、徐々に仲間が広がり、現在は、民間、行政など
70程度の組織が毎月集まって、防災課題を議論している。
ホンネの会は、各業種から1社を原則とし、生産に必要なイ
ンプット、プロセス、アウトプットについて、自社の弱点を
含め披露することを参加資格にしている。議論の内容は口
外しないこと、議事録を残さないことなどを原則にするこ
とで、言いにくいことが言える環境が醸成でき、種々の課題
が浮かび上がってきた。
　また、中部経済連合会は、企業の地震対策に関するアン
ケートを実施し約2,000社からの回答を得て、「地震災害か
ら生産活動を守るための方策の提言」をまとめた。その結
果、下記のようなことが明らかとなってきた。
　工場の稼働には、建物が損壊しないことに加え、設備機器
の保全、技術者の確保、生産システムの維持が前提となる
が、総合的な対策は進んでいない。また、仕入れ先からの部
品・素材の納入や顧客への納品が滞れば操業できないが、中
小企業の防災対策が進んでいない。工場の稼働には、電気、
ガス、水、燃料、情報通信などが必要であり、部品供給や製品
搬出には物流の確保（航路・道路、船舶・車両、運転手）が不可
欠である。また、従業員の確保には、地域社会の健全性と通
勤手段の確保が必要になる。
　水と電気と燃料は三すくみの関係にある。工業用水が湾岸
に届かなければ発電や製油ができず、電気がなければ浄水・
給水や製油ができず、燃料がなければ発電や給水ができな
い。水の供給には多くの組織が関わり、これらを支える道路
も高速道路、国道、県道、市町村道で管理主体が異なる。復旧
に必要な重機のほとんどはリースやレンタルであり、多くが
浸水危険度や液状化危険度の高い場所に保管されている。
　産業界の機能不全の全体像が不明確なため、地域ぐるみ
の対策や、SC内の企業群の対策、業界内連携などの集団的
防災対策が進んでいない。産官学民が信頼関係を醸成し、情
報を共有して致命的な災害病巣を見つけ、早期に治癒・切除
する必要がある。このために、呉越同舟で地域愛に基づいて
総力を結集し実践に移したい。
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　わたしたちは多くの水害災害を経験してきた。台風被害
に限ると「昭和の三大台風」と言われる室戸台風、枕崎台風、
伊勢湾台風がある。この３つの台風では合計1万人を超え
る死者・行方不明者が記録されている。梅雨前線によっても
たらされた昭和の代表的な水害としては、「阪神大水害」、九
州北部の河川がすべて氾濫したと言われている「昭和28年
西日本水害」、その翌月に起こった「紀州大水害」、そして、

「諫早豪雨」がある。これらの水害でも1,000人前後の死者・
行方不明者がそれぞれ出ている。そして、記憶に新しい西日
本豪雨の死者は226人（警察庁8月10日時点）に上り、平成
最悪の犠牲者数となった。
　この豪雨を前に、気象庁は数日前から「（7月）8日ごろま
で大雨の恐れ」と異例の注意喚起の会見を行い、被害予想地
域の住民が自分の身を守るための判断が下せるように情報
提供を行った。にもかかわらず、これだけの犠牲者が出たこ
とを受け、紙面には「【西日本豪雨】情報伝達の精度向上を

（高知新聞ネット 2018.07.12）」、「西日本豪雨・避難情報　
行動につながる伝達を（中国新聞アルファ 2018.07.25）」
などの見出しが並び、国は避難勧告や指示の判断基準を見
直す方針だと伝えている。
　しかし、いくら気象庁や国が正確な災害情報を伝えたとし
ても、受け手がその情報を理解し、自分の状況を判断するた
めにその情報を利用し、適切な行動をとれなければ同じよう
な被害は起こり続けるだろう。当時のニュース報道を見てい
て非常に印象的だったのは「こんなことになるとは…何を
言ってもたかが雨だと思っていたから」との被災住民の言
葉だ。正常性バイアスという概念（自分にとって都合の悪い
情報を無視したり、過小評価したりすること）で説明する解
説者も多数いた。しかし、本当にそれだけなのだろうか。
　そんな中、静岡大学防災総合センターの牛山ら１・２）は死
者・行方不明者（対象231人）の被災場所の調査、ならびに、
この豪雨災害で大雨特別警報が発表された地区の住民を対
象（有効回答者数557人）に、気象庁が発表した災害情報に
関するアンケートを行っている。その結果、死者・行方不明
者の被災原因は、土砂災害が125人（54.1％）、洪水が82人

（35.5％）で、被災場所は屋内が124人（53.7％）で、屋外で被
災した人（25.5％）の倍だったと報告している。また、災害
情報についての調査結果によると、回答者の9割は大雨特
別警報について聞いたことがあるものの、半数はその意味
を実際よりも弱いものとして理解していた。そして、避難情
報の種類（避難準備/高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示

（緊急））の認識については、8割から9割の人は言葉として
認知しているものの、緊急度（準備＜勧告＜指示）について
正しく理解していた人は4割に満たなかった。

　万が一に備え、住民が自らの命を守り、可能な限りリスク
を減らす行動に移るために重要なのは効果的なコミュニ
ケーション－リスクコミュニケーションであると言われて
いる。しかし、どんなタイプのコミュニケーションでもそう
であるように、誰が、何を、どのように、どのタイミングで、
誰に発信するのかが練られていなければ効果は減じる。今
回の災害が示したように、情報（例えば、浸水マップ、災害情
報、避難情報）は提供されていても、その意味が伝わってい
なければ情報は存在しないに等しい。また、脅威を強調し過
ぎると無力感が喚起され、結果として行動するのを諦める
人（例えば、「何をやっても無駄」「どうせ助からない」）を増
やすことにもつながりかねない。タイミングが遅いと避難
をするつもりだった人も逃げ遅れてしまう。
　コミュニケーションである限り、やりとりは双方向でな
ければならない。そのためには、被災した住民が何を教訓と
したのかを自ら語り、住民が主体となる防災・減災を考えな
ければならない。被災したからこそ見え、感じることがあ
り、だからこそ、考えられると思うからだ。人は自分にとっ
て大事なことでない限り、実行しない上に、困難に直面した
際にやり遂げようと思わない。また、人は誰かに与えられた
ものよりも自分で獲得したものを大事にする。積極的な避
難行動の可能性を高めるために、そして、被災経験がない住
民が災害を「正しく恐れるように」なるためにも。今は目の
前のことで頭がいっぱいでそれどころではないかもしれな
い。しかし、生活が少し落ち着いたら、ぜひそのような場を
市町村はつくってほしい。最後に、この豪雨災害でお亡くな
りになった方々のご冥福をお祈りするとともに、被災地域
の復興を願う。

参考文献
１）http://www.disaster-i.net/disaster/20180706/20180803report-1.pdf
２）http://www.disaster-i.net/disaster/20180706/20180803report-2.pdf
３）https://www.preventionweb.net/files/52828_apubliccommunication[1].pdf 

「たかが雨」を正しく恐れるには～災害時
のコミュニケーションについて考える～

兵庫県こころのケアセンター研究主幹　大澤　智子

Profile
人間科学博士・認定臨床心理士
リッチモンドカレッジ、リージェントカレッジ（ロンドン）に
て心理学学士号、カウンセリング心理学修士号取得　
大阪大学大学院人間科学研究科にて人間科学博士号取得後、
兵庫県こころのケアセンター主任研究員就任、現在同セン
ター研究主幹
日本トラウマティック・ストレス学会副会長
総務省消防庁緊急時メンタルサポートチームメンバー

大澤　智子 氏 プロフィール


